
国　　　　　　　内 県　　　　　　　内

１日 ６月日銀短観、大企業景況感横ばい

日銀は、６月の短観で、大企業製造業の景況感を示

すＤＩが、前回３月調査と同じプラス６と発表。

１日 ５月県内金融経済概況、判断据え置き

日銀宮崎事務所は、５月の県内金融経済概況を発表。「基

調としては持ち直しの動きが続いている」と据え置き。

１日 16 年１月時点路線価、８年ぶり上昇

国税庁は、2016 年１月１日時点の路線価を公表。全

国平均が前年比プラス 0.2％で、８年ぶりに上昇。

１日 ６月日銀短観、本県景況感悪化

日銀鹿児島支店は、６月の短観で、本県の全産業の景況感

を示すＤＩが、前回調査比６Ｐ悪化のマイナス８と発表。

６日 ４月生活保護世帯、前月比減少

厚生労働省は、４月時点の生活保護を受けている世帯は

163万 2,271 世帯で、前月比 3,122 世帯減少したと発表。

１日 16 年１月時点の「橘通り」路線価、横ばい

熊本国税局は、2016 年１月１日時点の路線価は、県

内の最高値「橘通り」が１㎡当たり 23 万円と発表。

７日 ７月景気判断、２地域引き下げ

日銀は、７月の地域経済報告で、全国９地域のうち

中国と九州・沖縄の景気判断を引下げたと発表。

５日 県と大塚食品、そっくりロゴが縁でコラボ

大塚食品（大阪市）は、宮崎県と連携した同社初の

ご当地商品「ひなたの恵みボンカレー」を発表。

８日 16 年１～６月倒産件数、26 年ぶり低水準

東京商工リサーチは、2016 年１～６月の倒産件数が

4,273 件で、負債総額は 7,937 億 6,500 万円と発表。

６日 16 年１～６月の県内企業倒産件数、過去最少

東京商工リサーチは、2016 年１～６月の県内企業倒

産件数が 13 件で、負債総額は 13 億 600 万円と発表。

８日 ５月現金給与総額、11 カ月ぶり減少

厚生労働省は，５月の毎月勤労統計調査で１人当たりの現

金給与総額が、前年同月比0.2％減の26万7,933円と発表。

17日 宮崎駅西口に、新駅ビル建設

ＪＲ九州など４者は、ＪＲ九州が 2019 年度中の完成をめ

ざし、宮崎駅西口に複合商業ビルを建設する計画を発表。

８日 ５月国際収支、22 カ月ぶり黒字幅縮小

財務省は、５月の国際収支速報で、経常収支が

前年同月比 2.4％減の１兆 8,091 億円と発表。

19日 宮崎大と宮日新聞、包括連携協定締結

宮崎大学地域資源創生学部と宮崎日日新聞社は、地域活

性化を目指し「包括的連携協力に関する協定書」を締結。

８日 ６月街角景気、３カ月連続悪化

内閣府は、６月の景気ウオッチャー調査で、街角の

現状判断指数が前月比 1.8 Ｐ低下の 41.2 と発表。

20日 都道府県別軽自動車普及台数、本県第 10位

全軽自協は、2015 年 12 月末時点の本県の軽自動

車普及台数（100 世帯当たり）が、92.1 台と発表。

11日 ５月機械受注、前月比 1.4％減少

内閣府は、５月の機械受注統計で、「船舶・電力を除

く民需」の受注額（季節調整値）は7,850億円と発表。

25日 宮崎市外からの移住希望者に、家賃補助

宮崎市は、市外から中心市街地域に移住を希望する人

に、３年間を限度に家賃の２分の１以内の助成を開始。

20日 全国の軽自動車普及割合、過去最高

全軽自協は、2015 年 12 月末時点の全国の軽自動

車の普及台数（100世帯当たり）が、54.3台と発表。

26日 本県の本年度実質交付税、前年度比 1.2％減

本年度の地方交付税配分額が閣議決定。本県の実質的

な交付税額は、前年度比1.2％減の2,086億7,006万円。

25日 ７月国内景気判断、据え置き

内閣府は、７月の月例経済報告で、全体の景気判断を「緩

やかな回復基調が続いている」と４カ月連続据え置き。

26日 ６月末時点県立高校卒業生就職決定99.6％

県教委は、今年３月の県立高校卒業生の６月末時点で

の就職決定率は、前年同期比 0.4P 増の 99.6％と発表。

25日 16 年上半期貿易収支、11 期ぶり黒字

財務省は、2016年１～６月の貿易統計（速報値）

で、貿易収支が１兆 8,142 億円の黒字と発表。

29日 ５月本県宿泊者数、前年同月比 17.9％減少

観光庁は、５月に本県のホテルや旅館に泊まった

日本人と外国人の延べ人数が、274,530 人と発表。

27日 15 年日本人平均寿命、過去最高更新

厚生労働省は、2015 年の日本人の平均寿命は、女性 87.05

歳・男性 80.79 歳で、いずれも過去最高を更新したと発表。

29日 本県 16 年早期水稲は、「やや不良」

九州農政局は、本年産早期水稲の作柄概況（７月

15 日現在）を、「やや不良」になる見込みと発表。

29日 ６月消費者物価指数、４カ月連続マイナス

総務省は、６月の全国消費者物価指数（生鮮食品を

除く）が、前年同月比 0.5％低下の 103.0 と発表。

29日 ６月県内有効求人倍率、過去最高

宮崎労働局は、６月の有効求人倍率（季節調整

値）が、前月比 0.03 Ｐ上昇の 1.26 倍と発表。

短観は企業短期経済観測調査、ＤＩは業況判断指数、Ｐはポイント、全軽自協は全国軽自動車協会連合会、県教委は県教育委員会 ７月


